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目的　本研究の目的は，入院した心不全患者を対象に，軽症例における救急車利用と#7119導入状
況の地域差および#7119が軽症例における救急車利用に与える効果を明らかにすることである。

方法　2019年 4 月から2022年 3 月までのDiagnosis Procedure Combinationデータベースを用いた。
まず，地方単位で軽症例における救急車利用割合を算出し，その差を記述した。本研究におい
て，軽症例は入院 2 日以内に酸素投与がなかった患者と定義した。また，政府統計から抽出し
た都道府県ごとの65歳以上人口に基づいて上位23都道府県と下位24都道府県の 2 群に分類し，
#7119導入割合を比較した。そして，次に述べる 2 つの方法で#7119導入と軽症例における救
急車利用との関連を分析した：①本研究の観察期間中に#7119を導入した都道府県について，
前後比較を実施した。②導入都道府県と非導入都道府県でそれぞれ軽症例における救急車利用
割合を記述した。

結果　日本全国の136,410人の心不全患者が分析の対象となった。地方単位の集計の結果，北海道
地方，関西地方，中国地方で軽症例における救急車利用割合が高くなっていた。また，65歳以
上人口上位23都道府県群で#7119の導入が多くなっていることが明らかになった。#7119導入
の前後比較の結果，24時間府内全域導入した京都府では導入前と比較して導入後で軽症例にお
ける救急車利用割合が統計学的に有意に減少していた。24時間県内一部導入した岐阜県と山口
県では，統計学的な有意差はなかったものの減少がみられた。非24時間県内全域導入した徳島
県では，統計学的な有意差はないが増加がみられた。さらに，#7119導入都道府県と非導入都
道府県で軽症例における救急車利用割合を記述したところ，非導入都道府県と比較して導入都
道府県でその割合が高くなっていた。これは，非導入都道府県と導入都道府県には地域の背景
因子に違いがあり，この 2 群の比較可能性が乏しいことを示唆している。

結論　24時間#7119導入した地域では，導入後に軽症例における救急車利用割合が減少していた。
特に24時間府内全域導入した京都府では統計学的に有意な減少がみられたため，24時間および
都道府県内全域をカバーできるような体制を整備し，#7119の導入を進めていくべきである。

キーワード　救急車，心不全，DPCデータベース，#7119

Ⅰ　緒　　　言

　日本は特に高齢化が進んでいる国の 1 つであ
り，内閣府の統計によると，高齢者人口の割合

は2020年に28％に達し，2040年には35％を超え
ると推測されている1）。この急速な高齢化の進
展に伴い，救急車利用の全国的な増加が総務省
の統計で報告されている2）。日本では，患者個
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人は無料で救急車を利用することができるが，
そのコストは社会が負担する仕組みになってい
る。救急車で搬送された患者の中には，外来で
帰宅するケースや入院が必要でも救急車以外の
方法で受診が可能なケースが存在する2）3）。こ
のような軽症例における救急車の利用は，高齢
化の進展に伴ってさらなる負担になると考えら
れ，医療提供体制の持続可能性を危険にさらす。
そして現在，こうした軽症例における救急車利
用を抑制する目的として，#7119の導入が進め
られている。#7119とは専門スタッフが病気や
けがの症状を把握した上で，緊急性の有無，応
急手当の方法，受診手段などを電話でアドバイ
スし，適切な受診行動を支援するものである4）。
#7119の効果に関して，特定の地域に限局した
小規模な調査や導入体制に関する調査はあるが，
日本全国を対象としてその効果を検討した研究
はほとんどない。
　また，救急車利用に関して，心筋梗塞や脳梗
塞といった主要な急性疾患に焦点を当てている
研究はあるが，心不全に焦点を当てた研究は少
ない5）6）。心筋梗塞や脳梗塞は一刻も早い治療
へのアクセスのために救急車利用が欠かせない
疾患であり，軽症例における救急車利用に該当
するケースはほとんどない。一方，心不全は増
悪を繰り返す疾患であり，その増悪は救急車利
用の主要な原因の 1 つになっていること，そし
て高齢化の進展に伴いその患者数が増加してい
くことを踏まえると，心不全患者を対象に，軽
症例における救急車利用に関するエビデンスを
構築していくことは，救急車利用を適正化して
いくうえで重要である7）-9）。
　本研究の目的は，心不全患者を対象に，軽症
例における救急車利用と#7119導入状況の地域
差および#7119が軽症例における救急車利用に
与える効果を明らかにすることである。

Ⅱ　方　　　法

　本研究は，東京医科歯科大学の伏見清秀教授
を主任研究者とする厚生労働科学研究費研究事
業における，急性期入院医療の包括支払いに係

るデータベースであるDiagnosis Procedure 
Combination（DPC）データベースを用いた後
ろ向き観察研究である。本データベースは日本
全国1,100以上の施設から収集され，年間700万
を超える症例数を有するビッグデータであ
る10）11）。また，本データベースは医療および保
健分野の研究に広く利用されている12）-14）。地域
指標の抽出には「e-Stat 政府統計の総合窓口」
を用いた15）。これは各府省が公表する統計デー
タを 1 つにまとめ，統計データを検索できるな
ど機能を備えた政府統計のポータルサイトであ
る。さらに，#7119の導入状況の抽出には総務
省が公開している「#7119実施に係る基本情報
（No 1 ）」を用いた16）。これには，#7119の対
象地域，受け付け時間，開始年月などの情報が
詳細に記載されている。
　2019年 4 月から2022年 3 月の期間にデータ
ベースに登録された患者のうち，次の適格基準
を満たす患者を対象とした：①2019年 4 月から
2022年 3 月に入院した患者，②65歳以上の患者，
③医療資源を最も投入した傷病名および入院の
契機となった傷病名が心不全である患者，④緊
急入院の患者，⑤救急車利用患者，⑥入院経路
が転院でない患者。また，欠損や誤入力により
患者の所在地域が特定できない患者を除外した。
心不全の定義は，世界保健機構が示している国
際疾病分類第10版に基づき，「I50 心不全」に
該当するものと定義した17）。
　DPCデータベースより，患者所在地域，入
院 2 日以内の酸素投与の有無，入院年月を抽出
した。「e-Stat 政府統計の総合窓口」からは各
都道府県の65歳以上人口を抽出した。「#7119
実施に係る基本情報（No 1 ）」からは#7119の
対象地域，受け付け時間，開始年月を抽出した。
#7119の導入に関しては，都道府県内一部また
は一定時間でも導入されていれば導入とみなし，
導入都道府県と非導入都道府県に分類した。対
象地域に関しては都道府県内全域と都道府県内
一部に，受け付け時間に関しては24時間と非24
時間に分類した。アウトカムは軽症例における
救急車利用である。本研究において，軽症例に
おける救急車利用は，入院 2 日以内に酸素投与
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がなかった患者と定義した。
　地域差については，軽症例における救急車利
用患者数および非軽症例における救急車利用患
者数をそれぞれ地方単位で抽出し，全国の中で
当該地域の患者数が占める割合をそれぞれ算出
した。その割合に関して，軽症例における救急
車利用を分子，非軽症例における救急車利用を
分母とする比を取ることによって，軽症例にお
ける救急車利用が多い地域を記述した。また，
65歳以上人口の多さで都道府県を上位23都道府
県と下位24都道府県に分類し，この 2 群間で
2022年 3 月時点の#7119導入状況を比較した。
さらに，観察期間中に新たに#7119を導入した
地域について，χ2検定を用いて導入前後の軽
症例における救急車利用割合を比較した。また，
#7119導入については，非導入都道府県と導入
都道府県でそれぞれ軽症例における救急車利用
割合を算出した。すべての検定はIBM SPSS 
statistics Version 28 for Windowsを使い，ｐ
＜0.05を有意水準とする両側検定で行った。
　本研究は東北大学倫理審査委員会より承認を
得た（名称：DPCデータを用いた臨床および

保健医療に関する疫学研究，承認番号：2021-
1 -1082，承認年月日：2022年 2 月28日）。また
DPCデータベースの匿名的な性質上，イン
フォームドコンセントの必要性は免除された。

Ⅲ　結　　　果

　患者選択の結果，136,410人の心不全患者が
抽出された。そのうち軽症例における救急車利
用があった患者は20,086人（14.7％）で，非軽
症 例 に お け る 救 急 車 利 用 が あ っ た 患 者 は
116,324人（85.3％）であった。
　軽症例における救急車利用の地域差に関する
結果を表 1に示す。北海道地方，東北地方，関
東地方，中部地方，関西地方，中国地方，四国
地方，九州・沖縄地方でそれぞれ973人，1,136
人，5,471人，3,595人，4,357人，1,380人，
523人，2,651人の患者が軽症例における救急車
利用をしていた。軽症例における救急車利用患
者全体に占める各地域の割合はそれぞれ4.8％，
5.7％，27.2％，17.9％，21.7％，6.9％，2.6
％，13.2％であった。同様に，非軽症例における

救急車利用患者数と割合は
それぞれ，4,213人（3.6％），
9,020人（7.8％），32,602人
（28.0％），22,948人（19.7
％），20,149人（17.3％），
7,844人（6.7％），3,765人
（3.2％），15,783人（13.6
％）であった。割合比はそ
れぞれ1.34，0.73，0.97，
0.91，1.25，1.02，0.80，
0.97であり，北海道地方，
関西地方，中国地方で軽症
例における救急車利用が多
くなっていた。
　また，2022年 3 月時点の
#7119導入状況については，
65歳以上人口上位23都道府
県グループでは10都道府県
（43.5％）で，65歳以上人
口下位24都道府県グループ

表 1　軽症例における救急車利用の地域差
軽症例における救急車利用 非軽症例における救急車利用

当該地域が占
める割合比2）

軽症例におけ
る救急車利用
割合3）（％）度数

当該地域が占
める割合1）

（％）
度数

当該地域が占
める割合1）

（％）

合計 20 086 100.0 116 324 100.0
北海道 973 4.8 4 213 3.6 1.34 18.8
東北 1 136 5.7 9 020 7.8 0.73 11.2
関東 5 471 27.2 32 602 28.0 0.97 14.4
中部 3 595 17.9 22 948 19.7 0.91 13.5
関西 4 357 21.7 20 149 17.3 1.25 17.8
中国 1 380 6.9 7 844 6.7 1.02 15.0
四国 523 2.6 3 765 3.2 0.80 12.2
九州・沖縄 2 651 13.2 15 783 13.6 0.97 14.4

注　1）　当該地域が占める割合＝当該地域の度数／度数の合計
　　2）　当該地域が占める割合比＝軽症例における当該地域が占める割合／非軽症例における当

該地域が占める割合
　　3）　軽症例における救急車利用割合＝軽症例における救急車利用の度数／（軽症例における救

急車利用の度数＋非軽症例における救急車利用の度数）

表 2　観察期間中に新規導入した府県での軽症例における救急車利用割合の前後比較
導入前 導入後

ｐ値
度数 割合（％） 度数 割合（％）

京都府（24時間府内全域導入） 273 22.8 286 19.2 0.021
岐阜県（24時間県内一部導入） 222 14.3 45 11.2 0.115
山口県（24時間県内一部導入） 19 15.2 182 12.3 0.353
徳島県（非24時間県内全域導入） 11 7.1 79 12.7 0.054
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では 5 都道府県（20.8％）で導入されており，
65歳以上人口が多い都道府県で導入割合が高く
なっていた。
　観察期間中に新たに#7119を導入した都道府県
における，導入前後の比較結果を表 2に示す。
24時間府内全域導入した京都府では，導入前の
軽症例における救急車利用割合が22.8％（273
人），導入後の軽症例における救急車利用割合
は19.2％（286人）であり，統計学的に有意な
減少がみられた（ｐ＝0.021）。24時間県内一部
導入した岐阜県および山口県では，導入前の軽
症例における救急車利用割合がそれぞれ14.3％
（222人），15.2％（19人），導入後の軽症例に
おける救急車利用割合はそれぞれ11.2％（45
人），12.3％（182人）であり，減少しているも
のの統計学的有意差はなかった（岐阜県ｐ＝
0.115，山口県ｐ＝0.353）。徳島県では，導入
前の軽症例における救急車利用割合が7.1％
（11人），導入後の軽症例における救急車利用
割合は12.7％（79人）であり，増加しているも
のの統計学的有意差はなかった（ｐ＝0.054）。
　#7119の導入状況別にみた軽症例における救
急車利用割合を表 3に示す。その結果，#7119
の導入状況については29都道府県が非導入，18
都道府県が導入であった。導入都道府県を詳細
な内訳でみると， 3 都道府県が非24時間全域導
入， 5 都道府県が24時間一部地域導入， 6 都道
府県が24時間全域導入， 4 都道府県が新規導入
であった。また，軽症例における救急車利用割
合を算出すると，非導入都道府県では13.5％，
導入都道府県では15.8％であった。導入都道府
県を詳細な内訳でみると，非24時間全域導入で
12.1％，24時間一部地域導入で16.3％，24時間
全域導入で15.9％，新規導入で15.9％であった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では，日本のビッグデータである
DPCデータ，e-Statの政府統計データ，#7119
実施に係る基本情報を活用し，日本全国の
136,410人の心不全患者を調査した。本研究は，
心不全患者を対象にして，#7119導入が軽症例

における救急車利用に与える効果について全国
的に検討した最初の文献である。本研究の主な
知見は次の 3 点である：①軽症例における救急
車利用には地域差が存在していることおよび
#7119は65歳以上人口が多い都道府県で多く導
入されていることを明らかにした点，②24時間
県内一部導入した岐阜県と山口県では，統計学
的に有意でないが軽症例における救急車利用割
合が減少したことを明らかにした点，③24時間
府内全域導入した京都府では，軽症例における
救急車利用割合が統計学的に有意に減少したこ
とを明らかにした点。
　最初に，軽症例における救急車利用は北海道
地方，関西地方，中国地方で多くなっており，
地域差があることが明らかになった。北海道地
方は広大な面積を有する一方で，可住面積当た
りの医療機関数が関東に代表される都市部と比
較して少なくなっており，医療機関までの移動
距離が長い。そのため，軽症患者の単純な移動
手段として救急車利用が選択されている可能性
がある。関西地方と中国地方に関しては，関西
に対する関東のように，似たような人口構成・
医療提供体制を有する地域が存在するが，本研
究ではそういった地域は抽出されなかった。こ
れは，地域風土の違いのような要因が軽症例に
おける救急車利用に関連している可能性を示唆
しているのかもしれない。したがって，軽症例
における救急車利用に関しては，救急車を呼ぶ
ことに対する心理的な障壁といったような質的
な部分についても研究をしていく必要があると
考えられる。
　また，65歳以上人口が多い都道府県で#7119
導入割合が高いことが明らかになった。しかし，

表 3　#7119導入状況で分類した軽症例における救急車利用
割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

度数 割合（％）

非導入都道府県（Ｎ＝29） 8 541 13.5
導入都道府県（Ｎ＝18） 11 545 15.8
　非24時間全域導入� （Ｎ＝ 3 ） 601 12.1
　24時間一部地域導入� （Ｎ＝ ５ ） 3 788 16.3
　24時間全域導入� （Ｎ＝ 6 ） 6 039 15.9
　観察期間中に新規導入　（Ｎ＝ 4 ） 1 117 15.9
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軽症例における救急車利用は，人口が最も多い
関東地方よりも中国地方等で高くなっていた本
研究の結果を考慮すると，軽症例における救急
車利用は都市部以外でも問題になっていると考
えられる。そのため，都市部以外の地域に対し
ても#7119を導入できるように体制を整備して
いく必要があると考えられる。
　次に，24時間導入した都道府県では，軽症例
における救急車利用割合が減少したという結果
が得られた。総務省の報告では，24時間対応し
ている地域では救急車利用が減少したことを示
しており，この結果は軽症例における救急車利
用でも同様であることが示された2）。夜間にお
いては，医療機関までの移動手段が自家用車等
に限定されてしまい，軽症例であっても救急車
を利用してしまうケースがあると考えられる。
しかし，夜間に問題が発生した場合でも，
#7119を活用することによって，翌日まで待て
る状態であるかどうか，また，どのような医療
機関にどのような手段でアクセスすれば良いの
か，という点に関して専門スタッフから指示を
もらうことができ，その結果として安心感や適
切な受療行動につながっている可能性がある。
　また，24時間導入した都道府県の中でも，府
内全域をカバーしている京都府では，軽症例に
おける救急車の利用が統計学的に有意に減少し
ていた。これは，24時間だけでなく，都道府県
内全域で#7119を導入することを支持するエビ
デンスの 1 つになる。同一都道府県内とはいえ，
人口が少ない地域では自立したアクセス可能性
が乏しいという問題があり，その適正利用を確
立する必要がある18）。その一方で，軽症例にお
ける救急車利用にかかるコストおよび負担削減
のためには人口が集中している地域をカバーし，
より大きな効果を得ることが求められる。その
ため，同一都道府県内において人口が少ない地
域でも多い地域でも適正な救急車利用を促進し
ていく必要がある。加えて，同一都道府県内に
おける地域間平等性の担保という点を考慮する
と，#7119を都道府県内全域に導入することの
意義は大きいと考えられる。したがって，
#7119の導入について，夜間に対応できる24時

間導入を優先的に進めるとともに，そのカバー
範囲を都道府県内全域に広げていくことが望ま
しいと考えられる。
　また，本研究において，非導入都道府県に属
する患者群と比較して導入都道府県に属する患
者群では軽症例における救急車利用割合が高く
なっていた。#7119の導入を検討する都道府県
というのは，元々の救急車利用のニーズが大き
い都道府県であることや，不適切な救急車利用
が課題として顕在化している都道府県であるこ
とが考えられる19）。つまり，非導入都道府県と
導入都道府県では，地域が抱える背景因子に違
いがありこの 2 群間の比較可能性は乏しい可能
性がある。したがって，#7119導入の効果を検
討する際には，非導入都道府県と導入都道府県
の比較は適切ではない可能性があり，本研究で
実施したように導入前後で比較して検討するこ
とが重要であると考えられる。
　本研究の限界として，同一都道府県内の格差
については言及することができていないことが
挙げられる。また，DPCデータの性質上，入
院診療例の救急車利用しか収集することができ
なかったため，外来診療例については考慮でき
ていない。

Ⅴ　結　　　論

　#7119を24時間導入した都道府県では，導入
後に軽症例における救急車利用割合が減少した。
特に府内全域導入している京都府では統計学的
に有意な減少がみられたため，24時間および都
道府県内全域をカバーできる体制を整備し，
#7119の導入を進めていくことが望ましい。
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